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１．はじめに 

 

日本の2007年度の排出量はCO2換算で13億7400万トン

であり、京都議定書の目標達成は依然として難しい情勢

にある。一方、2009年のCOP15では2020年の中期目標が

交渉される予定であり、長期的な2050年までに60-80%

の排出削減を実現するため、本格的な温暖化対策の検討

が喫緊の課題となっている。 

CO2排出量の算定は温暖化対策の基礎である。特に今

後は、地域（県・市町村）レベルでの温暖化対策が重要

であり、日本全体だけではなく、地域でのCO2排出量の

算定が不可欠である。本研究は、日本全体の各セクター

の直接排出量と間接排出量がどのように空間分布してい

るかを把握・分析して、市区町村レベルでの今後の温暖

化対策の検討に資すること目的とする。 

これまでも、各セクターの地域レベルでの排出量推

定の研究がなされてきた1)。しかし、市町村単位での全

セクターを総合してCO2排出量を直接排出・間接排出の

両面から推計し、その空間分布を比較する研究はほとん

どなされていない。そこで本研究では、市町村レベルあ

るいは2次メッシュ単位で、各セクターのCO2排出量を

算定する研究成果を統合し、エネルギー利用にともなう

間接および直接CO2の排出量の推定を、全国2次メッシ

ュ単位で実施した。ただし、直接排出量は、エネルギー

転換や製造、運輸等に伴う排出量を、排出場所に割り付

け、間接排出量は、エネルギーや製造物等を使用するユ

ーザー（企業や家庭、交通利用者等）に、それぞれの消

費量に応じて割り付けたものである。 
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２．使用データと分析方法 

 

（１）民生部門（家庭）について 

 a）使用データ 

まず、基礎指標として、平成17年国勢調査の市区町

村別の戸建住宅延床面積、集合住宅延床面積を用いた。

そして、エネルギー源別・用途別のエネルギー消費量に

ついては、電力は電気事業便覧から、都市ガスはガス事

業統計年報から、LPGは家計調査年報及びプロパンガス

消費実態調査から、灯油は家計調査年報及び灯油消費実

態調査から地域別のデータを得た。ここで、用途につい

ては暖房、冷房、給湯、厨房、動力、照明で区分してい

る。また、発熱量原単位については、総合エネルギー統

計の値を用いた。 

なお、エネルギー源の中でも電力については、直接

排出量には含めず間接排出量にのみ含めることとする。

また、分析対象年次は全部門ともに2005年としている。 

 b）推計方法 

本研究では各部門の研究成果の統合を目的としてい

るため、推計方法の詳細の説明についてはそれぞれ引用

する文献に譲り、ここでは概要について述べる。 

都道府県別の戸建・集合住宅延床面積にエネルギー

源別・用途別の消費量と発熱量原単位を乗じて算出した

結果2)を利用し，平成17年国勢調査から得られた市区町

村別の戸建・集合住宅世帯数割合に応じて配分した。 

 

（２）民生部門（業務）について 

 a）使用データ 

まず、基礎指標としては、固定資産の価格等の概要

調書、公共施設状況調、学校基本調査、財政金融統計月

報・国有財産特集、医療施設静態調査、商業統計・業態

別統計編及び大規模小売店舗統計編、事業所統計、建築

統計・建物用途別・着工床面積の各種データを用い、建

物用途別床面積を整理した。建物用途の区分については、

事務所ビル、卸・小売業（区分：百貨店、スーパー[食

品あり]，スーパー[食品なし]、コンビニエンスストア、

その他小売業、卸売業）、飲食店、学校（保育園・幼稚

園、小中学校、短大・大学、試験研究機関）、宿泊（ホ



テル・旅館）、医療（病院、診療所）、その他（区分：

文化施設、スポーツ施設、娯楽施設、福祉施設）として

いる。 

次に、主にエネルギー経済研究所による調査結果か

ら、建物用途別・エネルギー種類別・熱用途別のエネル

ギー消費量及び構成比を得た。ここで、エネルギー種類

区分については、電力、都市ガス、LPG、灯油、A重油

とし、熱用途区分については、暖房、冷房、冷蔵冷凍、

給湯、厨房、動力、照明とした。 

なお、エネルギー種類の中でも電力については、民

生部門（家庭）の場合と同様に、直接排出量には含めず

間接排出量にのみ含めることとする。 

 b）推計方法 

推計方法としては、建物用途別床面積にエネルギー

種類別・熱用途別消費量と構成比を乗じて算出した都道

府県別の推計結果3)を利用し，2004年事業所・企業統計

から得られた市区町村別・業種別の従業者数比に応じて

配分を行った。 

 

（３）産業部門について 

 a）使用データ 

まず、基礎データとして、物質、領域・年次、発生

源に関するデータと、エネルギー消費量、植生データ、

土地利用データ等の活動量データを独自に得ている。ま

た、排出係数だけでなく、空間配分係数・ジオメトリ変

換、時間配分係数、高さ配分係数等も考慮している。こ

こで、セクターの区分としては、電気業、熱供給業、都

市ガス製造業、農林業、水産業、鉱業、建設業、製造業、

機械、廃棄物焼却を採用している。 

なお、セクターのうち電気業，熱供給業，都市ガス

製造業については、間接排出量には含めず直接排出量に

のみ含めることとする。 

 b）推計方法 

推計には、排出量の部門別管理，環境動態モデルお

よび対策評価モデルへの基盤データ提供を目的としたシ

ステムであるG-BEAMS（Georeference-Based Emission 

Activity Modeling System）4)を利用している。 

まず、NOx排出量を推計した後，人口，生産額，従業

員数，土地利用形態等の空間代用データを用いて2次メ

ッシュ単位で空間配分を行った。そして、日本ではNOx

排出量とCO2排出量の相関関係があることを考慮し、日

本全体の産業セクター別CO2排出量5)をNOx排出量の空

間分布に応じて配分した。 

 

  （４）交通部門について 

 a）使用データ 

まず、本研究では、交通部門の中でも排出量が多く

その削減が懸念されている自動車のみを考慮することと

する。使用データとしては、道路交通センサス及び自動

車輸送統計年報から得られた交通量、走行量・平均速度、

保有台数、車種・年式構成とともに、排出係数、補正係

数を用いている。このうち排出係数については、環境庁

排出原単位とJCAPデータ6)を参考にして設定を行った。 

 b）推計方法 

排出量推計モデル（発生過程別推計）を利用し、CO2

排出量を市区町村別・車種別に推計しており、移動距離

にCO2排出係数を乗じることで走行時排出量を推計して

いる。ここでは、走行時の排出量に加えて、始動時や暖

機時における排出量の増加分も考慮しており、CO2排出

量には直接的には関係しないが、燃料タンク等からの蒸

発ガスも推計済みである。このような方法で推計したC

O2排出量を、移動地域別に2次メッシュ単位で集計した

もの6)を直接排出量、車両登録地別に市区町村単位で集

計したもの7)を間接排出量として算出した。 

 

３．分析結果と考察 

 

分析結果として、民生部門及び産業部門について直

接排出量で推計した結果をそれぞれ図－１～図－３に、

交通部門については直接排出量と間接排出量の両方の結

果についてそれぞれ図－４と図－５に示す。そして、各

部門で推計単位が異なることを考慮し、GISを用いて面

積按分により2次メッシュ単位に統一し、全部門合計値

を算出した結果を、図－６及び図－７に示す。これらの

結果は、いずれも比較のため1km2当たりの値で算出し

ている。 

この結果を見ると、民生部門に関しては人口が集積

している三大都市圏を中心に分布していることが分かる。

また、交通部門の間接排出量については、三大都市圏だ

けでなく、それ以外の地域でも人口集積度の高い県庁所

在地を中心に分布が見られ、地方部で自動車依存度が高

いことを反映していると考えられる。 

それに対し、交通部門の直接排出量については、国

内の各都市を結ぶ主要幹線道路沿いに分布する傾向が見

られる。そして産業部門についても、交通部門の直接排

出量と同様に太平洋ベルトを中心とした国内の各都市を

結ぶ主要幹線道路沿いに分布していることが分かる。双

方とも、北海道や東北、南九州、四国の太平洋側等では

面積当たりで比較するといくつかのメッシュを跨ぐよう

な線的な分布は見られず、その他の地域の政令指定都市

や三大都市圏を結ぶ幹線道路沿いに多く分布していると

いう結果が得られた。 

さらに、それら各部門の傾向を反映し、全部門の合

計値で見ると、間接排出量で見ると三大都市圏や西日本

の大都市を中心に分布している一方、直接排出量で見る

と国内に分散して分布しているという結果が得られ、直



接排出量と間接排出量の分布状況が大きく異なることが

明らかとなった。 

 

４．おわりに 

 

本研究では、民生部門、産業部門、交通部門、さら

に全部門合計値について、直接排出量及び間接排出量の

分布を比較・考察することができた。 

分析の結果、交通部門の間接消費量や民生部門に関

しては主に三大都市圏のような人口集積度の高い地域に

集中して分布している一方、交通部門の直接排出量や産

業部門については国内の主要都市を結ぶ主要幹線道路沿

いに分布している等、空間分布の傾向が大きく異なるこ

とが明らかになった。 

国レベルでの目標設定との対応を容易にするという

点からは、エネルギーの生産者に排出を割り付ける直接

排出量が便利である。しかし、排出責任の視点からは間

接排出量でエネルギーの消費者の責任や対策を議論する

アプローチも重要である。 

本研究では、さらに民生部門（家庭）に関して世帯

属性を考慮した推計方法を確立し、推計精度の向上を図

る予定である。また、直接排出量と間接排出量との空間

分布の違いを定量的に解析し、さらにその変化要因を分

析することにより、地域レベルにおける温暖化対策への

政策貢献を図る必要がある。 

最後になったが、本研究の実施において、民生部門

については埼玉大学経済学部外岡豊教授に推計結果の提

供をいただくとともに、他部門に関しても有益なご指導

をいただいた。そして、交通部門の直接排出量及び産業

部門の推計にあたっては国立環境研究所の小林伸治氏に、

交通部門の間接排出量の推計にあたっては国立環境研究

所の松橋啓介氏、米澤健一氏にご協力をいただいた。ま

た、本研究は、環境省による地球環境研究総合推進費課

題「S-5 地球温暖化に係る政策支援と普及啓発のための

気候変動シナリオに関する総合的研究」（代表：住明

正）の支援により実施された。記して謝意を表する。 
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図－１ 民生部門(家庭)からの直接排出量の分布 

 

 

図－２ 民生部門(業務)からの直接排出量の分布 
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図－６ 全部門からの直接排出量の分布 

 

 

図－７ 全部門からの間接排出量の分布 

 

 

図－４ 交通部門からの直接排出量の分布 

 

図－５ 交通部門からの間接排出量の分布 

 


